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各　地本・単組・総支部　委員長　様

自治労北海道本部
執行委員長　三浦　正道
　教科用図書検定調査審議会の報告に対する「パブリックコメント」への取り組みについて
日頃のご健闘に心からの敬意を表します。

さて、「教科用図書検定調査審議会」は、昨年12月25日、教科書検定の透明化や教科書充実を求める報告書を、塩谷文部科学大臣に提出しました。教科書検定制度の改善については、沖縄戦の「集団死」への日本軍関与を否定した07年3月の教科書検定意見の不透明な審議過程に対する全国的な批判の中で、文科省が透明化に向けて検討することを示唆していたものです。
　しかしながら、今回の報告は、①審議過程の公開は事後とする、②審議会の意見の公表は概略とするなど、国民に開かれた議論とは余りにもかけ離れたものです。文科省は、この報告の内容に関して、1月24日まで意見公募手続き（パブリックコメント）を募集しています。
北海道平和運動フォーラムより、このような不十分な改善で今回の教科書検定制度の問題を終わらせるべきではないとの立場から、今後も取り組みを進めるとともに、積極的な意見反映を行うべくパブリックコメントへの取り組みについて以下の通り要請がなされています。

  道本部としても重要な課題であるとの認識に立ちながら各地本・単組・総支部に取り組みをお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　
記
１．名　称　　教科用図書検定規則の一部を改正する省令案等に対する意見公募手続き
　　　　　　（パブリックコメント）への意見送付　
２．期　間　　２００９年１月２４日（土）まで
３．内　容　　以下の視点および【別紙】の「教科用図書検定調査審議会報告に対する事務局　　　　　　長見解」の内容に基づき、さらなる教科書検定制度の廃止も含めた見直しを　　　　　　求める。
【審議会報告批判の視点】　
①国際的な教科書検定制度の動向をとらえ、特に高校教科書検定制度の是非についてきちんと議論すべきである。
②問題となった、沖縄戦における「集団死」への日本軍の関与がなかったとする検定意見の審議過程の検証を行うべきである。
③国民に開かれた検定制度、信頼される教科書策定のためには、国民の議論を保障する審議途中での公開を行うべきである。
④公開される内容は、概略とすることなく、調査意見書、調査意見書に関わる教科書調査官の見解、審議官の個々の意見、その他配布される資料など、審議過程の全てとするべきである。
    ⑤沖縄戦の歴史を捏造する誤った高校教科書の検討を行った検定調査審議会が改革を行うことは不可能である。新たな第三者機関を設置して抜本改革を行うべきである。          　
４．送  付　　送付方法は、なるべくメールでとしています。（郵送またはＦＡＸも可）
送付時の件名「教科用図書検定規則の一部改正案について」とする。
  ※添付ファイルは開かないとしていますので、メール本文に意見を記載すること。
①電子メールアドレス　　pckentei@mext.go.jp
②郵送の場合　　　〒100-8959　
東京都千代田区霞が関３－２－２
文部科学省初等中等教育局教科書課企画係
※郵送の場合は封筒に「パブリック・コメント意見」と記載すること。
③ＦＡＸ番号　　０３－６７３４－２４３５
【送付時に記載すべき内容】
・件　名　　「教科用図書検定規則の一部改正案について」
・氏　名　　団体の名称を記載する
・職　業　　団体と記載
・住　所　　団体の所在地とする
・電話番号
 ※意見が1000字を越える場合、要旨を添付することが求められています。
 ※文科省のパブリックコメントの送付に関する要項を添付します。
５．資　料　　詳細については、文部科学省のホームページを参照して下さい。報告書等　　　　　　の資料もダウンロードできます。
【文科省パブリックコメントＵＲＬ】                         
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=Pcm1010&BID=185000359&OBJCD=100185&GROUP=
以上
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【別紙】

2008年12月26日
教科用図書検定調査審議会報告に対する事務局長見解
フォーラム平和・人権・環境
事務局長　福山真劫
　教科用図書検定調査審議会は、12月25日「教科書の改善について～教科書の質・量両面での充実と教科書検定手続きの透明化～」（報告）を発表しました。
　平和フォーラムは、文科省が、07年3月に出した沖縄戦における「集団死」への日本軍の関与を否定した高校教科書検定意見の撤回を求める取り組みの中で、教科書検定制度の透明化を主張してきました。裁判（大江・岩波沖縄戦裁判地裁・高裁判決）においても否定されるような、非科学的な史実にもとづかない検定意見が、教科書調査官の恣意的とも言える主張によって審議会を通過したことを問題視し、検定制度の是非も含めて教科書が国民に開かれたものであることを求めてきました。沖縄と連帯した全国的な取り組みの中で、国民に開かれたものとして、教科書検定制度の改善の方向が示されていました。
　しかしながら、今回の審議会報告は、①検定における審査過程の公開は事後とされる、②教科書調査官の作成する調査意見書は公開とされたものの、審議会の議論については概略しか発表されないなど、その透明度は極めて低く、 私たちの要求からほど遠いものとなっています。
　これまでの議論の中では、この改訂審議の発端となった、「教科書調査官の史実をゆがめる意見がなぜ検定意見として審議会を通過したか」の問題性については全く触れられませんでした。また、教科書検定制度、特に高校教科書における検定制度の必要性についても、国際的な動向も含めて議論すべきであったものを、「検定制度ありき」が前提として議論がなされ、結局は中途半端な改正に終わっています。
　検定手続きには、「外部からの影響を受けない、静ひつな環境の下で、各々の委員の識見に基づく率直で活発な議論がなされ、公正・中立で専門的学術的な審議が確保されることが重要」として、その内容については事後の公開とし、個々の意見のやりとりと発言者の氏名の公表などを行わないとしています。しかし、それぞれの審議官の信念に基づく責任ある意見が公表され批判されたとして、なぜ「識見に基づく素直で活発な議論」が阻害されることになるのかは理解できません。ヤジや怒号が必要ないのは当然ですが、「静ひつな環境の下で」ということが、審議への批判を許さないということであってはならないと考えます。
　報告が言う「教科書検定に対する国民の信頼をいっそう高める」ためには、主権者たる国民が、自らの権利に基づいて「教科書」の内容に関する議論に参加できる状況をつくるべきであり、「騒然たる議論」というものが本当に国民に信頼される教科書を作ることにつながると考えます。そのことが、混乱を招くというのであれば、まず高校教科書の検定制度を廃止し、多くの教科書の中から保護者が自ら教科書を選ぶ制度に変更すべきではないでしょうか。
　今回の教科用図書検定調査審議会の報告の内容は、極めて不十分と考えざるを得ません。平和フォーラムは、この問題については、さらに深化した議論が必要であると考え、さらに取り組みを強化していくものとします。
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